（様式第７号）
業務の実施体制
事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	役割
	氏名・年齢・所属
	実務経験年数・資格
	担当する業務内容

	
運営管理
責任者
	氏名
　　　　　　　　　
（　　歳）
所属
　　　　　　　　　
	実務経験年数
　　　　年
資格
・
・
	（常勤・非常勤どちらかに〇）

	
相談・支援
担当者
	氏名
　　　　　　　　　
（　　歳）
所属
　　　　　　　　　
	実務経験年数
　　　　年
資格
・
・
	（常勤・非常勤どちらかに〇）

	
相談・支援
担当者
	氏名
　　　　　　　　　
（　　歳）
所属
　　　　　　　　　
	実務経験年数
　　　　年
資格
・
・
	（常勤・非常勤どちらかに〇）

	
心理療法等
担当者
	氏名
　　　　　　　　　
（　　歳）
所属
　　　　　　　　　
	実務経験年数
　　　　年
資格
・
・
	（常勤・非常勤どちらかに〇）

	
スーパー
バイザー


	氏名
　　　　　　　　　
（　　歳）
所属
　　　　　　　　　
	実務経験年数
　　　　年
資格
・
・
	（常勤・非常勤どちらかに〇）

	
指導委託
担当者
	氏名
　　　　　　　　　
（　　歳）
所属
　　　　　　　　　
	実務経験年数
　　　　年
資格
・
・
	（常勤・非常勤どちらかに〇）



	児童相談所の開所時間外における通告・相談対応に従事する職員

	ア　児童指導員として児童福祉事業に従事した経験を有する者
	名

	イ　教員として従事した経験を有する者
	名

	ウ　児童福祉司として従事した経験を有する者
	名

	エ　児童心理司として従事した経験を有する者
	名

	オ　保健師として母子保健事業に従事した経験を有する者
	名

	カ　保育士として子ども及び保護者の指導に従事した経験を有する者
	名

	キ　児童福祉事業に熱意があって、前各事項に掲げると同等以上の能力を有すると認められる者
	名



	再委託先
	再委託する業務の内容

	
	

	
	



（注1） 配置を予定しているもの全員について記入すること。
（注2） 記入欄が不足するときは、複写して作成すること。
（注3） 業務の一部を再委託する予定がある場合は、委託先及び業務の内容を詳細に記入すること。
（注4） 資格については、本業務に関連することが分かるように記入すること。
（注5） 実務経験年数は児童福祉分野における経験年数を記入すること。
（注6） 資格を称する資格証の写しを添付すること。添付されていない場合は、当該資格を有しているとは認めない。


（様式第８号）
業　務　実　績　書
事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
業務実績の有無（どちらかに〇を付けること）：　有　・　無

※業務実績が有の場合は、以下記載すること。
	発注者
	発注者種別
	契約期間
	業務名及び業務内容
	契約金額
	請負種別

	


	1官公庁

2民間企業
	
　　～
	
	
円

	1元請

2下請

	


	1官公庁

2民間企業
	
　　～
	
	
円

	1元請

2下請

	


	1官公庁

2民間企業
	
　　～
	
	
円

	1元請

2下請


（注1） 現年度を含め、過去５箇年度以内（令和3年度～令和7年度）に履行が完了した官公庁又は民間企業との契約実績を３件以内で記載すること。
（注2） 挙証資料として、契約書（又はそれに代わる書類：納品書、発注者の証明等）の写しを添付すること。挙証資料は上記記載事項を明らかにするものでなければならない。
添付されていない場合、提出された資料では同種業務の実績を有することが判断できない場合は、当該実績を有しているとは認めない。
（注3） 発注者種別及び請負種別欄は、該当する番号を〇で囲むこと。
